
土壌汚染対策法の概要

土壌汚染対策法は、土壌汚染による人の健康被害を防止するため、土壌汚染の状
況を把握する措置や健康被害を防止する措置を定めてます。

有害物質使用特

定施設の廃止
（第３条）

一定規模（3,000m2（有害物質使

用特定施設は900m2））以上の土
地の形質変更（第４条）

自主調査

（自主調査結果等
を添付して申請）

土壌汚染による健康

被害が乗ずるおそれ
がある土地（第５条）

【
調
査
】

汚染のおそれあり

調査及び調査結果の報告を命令※

土壌汚染状況調査の実施（土地所有者等が指定調査機関に行わせる。）

調査結果の報告

土壌の汚染状態が指定基準を超過

【
区
域
の
指
定
等
】

【要措置区域への指定（第６条）】

土壌汚染の摂取経路があり、健康被

害が生じるおそれがあるため、汚染の

除去等の措置が必要な区域

○ 汚染の除去等の措置を知事が指示

（第７条）

○ 土地の形質の変更は原則禁止

（第９条）

【形質変更時要届出区域への指定（法第１１条）】

土壌汚染の摂取経路がなく、健康被害が生じるお

それがないため、汚染の除去等の措置が不要な区域

○ 土地の形質の変更をするときは、着工の１４日

前までに知事に届出が必要（第１２条）

○ 区域内から土壌を搬出するときは、着工の

１４日前までに、知事に届出が必要（第１６条）

○ 区域内から搬出した土壌は汚染土壌処理業者

に委託処理しなければならない（第１８条）
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※土壌汚染状況調査結果報告書（様式

第７）を添付した場合は対象外です。


